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１. 15年  3月期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）

(1)連結経営成績 （注）金額は百万円未満を切捨てて表示してあります。

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 136,309 1.9 7,150 17.8 7,028 20.5

14年  3月期 133,776 △ 7.6 6,071 △ 16.3 5,832 △ 21.3

  当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 2,308 △ 11.0 10.91 10.46 3.5 3.9 5.2

14年  3月期 2,592 52.9 12.54 11.80 4.1 3.2 4.4
(注)①持分法投資損益 15年  3月期              351 百万円          14年  3月期              338 百万円
     ②期中平均株式数（連結） 15年  3月期   205,025,605 株　　　14年  3月期   206,803,017 株
     ③会計処理の方法の変更 有
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 177,833 63,907 35.9 314.73

14年  3月期 183,391 66,954 36.5 322.96
(注)期末発行済株式数（連結）　15年  3月期   202,824,712 株　　　14年  3月期   207,310,914 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

15年  3月期 10,746 △ 2,551 △ 6,587 15,239
14年  3月期 4,263 △ 10,231 1,787 13,725

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  27　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　5　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）  1　社  （除外）  1  　社   持分法（新規）   0  　社  （除外）　   0  　社

２. 16年  3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
百万円 百万円 百万円

中間期 68,400 3,500 1,800
通　　期 143,000 8,000 4,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   20 円 71 銭 

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の８ページをご参照ください。
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１．企業集団の状況 
 

当社の企業集団は、当社、子会社３７ 社（内 在外１１ 社）、及び関連会社２６ 社（内 在外３社）で構

成され、脂肪酸、界面活性剤、食用加工油脂他の油脂製品、有機過酸化物、ポリブテン、エチレンオキサイ

ド・プロピレンオキサイド誘導体他の化成製品、産業用爆薬、推進薬、金属加工品他の火薬・加工品等の製

造販売を主な事業内容とし、さらに関連会社での塗料事業と各事業に関わる物流及び不動産事業の事業活動

を展開しております。 

日本油脂グループの事業に関わる位置付け及び事業の種類別セグメントは、次のとおりであります。 

（１）油脂製品 

脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤、食用加工油脂、健康関連食品他は当社が製造し、販売を行っている

ほか、日油商事（株）、油化産業（株）及びニチユソリューション（株）は国内で、エヌ・オー・エフ・ヨー

ロッパ（ベルギー）ＮＶはべルギーで、当社製品の販売を行っております。 

また、日油工業（株）は金属油剤を製造し、油化産業（株）が販売を行っております。 

なお、平成１４年９月に、（株）アグロメデック、ニチユビルド（株）および日本ベッツディアボーン（株

）を統合しニチユソリューション（株）を設立いたしました。さらに、平成１５年４月に、油化産業（株）

は日本油業（株）を吸収合併いたしました。 

 

（２）化成製品 

有機過酸化物、ポリブテン、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体、機能性ポリマー、反射

防止フィルム他は当社が製造し、販売を行っているほか、日油商事（株）は国内で、当社製品の販売を行っ

ております。Ｐ.Ｔ.エヌ・オー・エフ・マス・ケミカル・インダストリーズはインドネシアにおいて有機過

酸化物を製造し、販売を行っております。 

また、（株）日本ダクロシャムロックは国内で、メタルコーティングスインターナショナルＩｎｃ．は米国

で、ダクラールＳ ．Ａ ．はフランスで、特殊防錆処理剤を製造し、販売を行っております。 

ミシガン・メタル・コーティングスＣｏ．及びジョージア・メタル・コーティングスＣｏ．は米国で、自

動車用部品等の防錆加工を行っております。 

 

（３）火薬・加工品 

産業用爆薬は、当社、日本工機（株）、北海道日本油脂（株）が製造し、（株）ジャペックスが販売を行っ

ております。 

推進薬他は当社が製造し、販売を行っているほか、日本工機（株）、日油技研工業（株）が製造し、販売を

行っております。 

日本工機（株）、日油技研工業（株）、昭和金属工業（株）、日邦工業（株）及び北海道日本油脂（株）は各

種火工品、金属加工品を製造し、販売を行い、日武産業（株）は当社製品の出荷・荷役業務を行っておりま

す。 

昭和金属工業（株）は、シートベルト関連の自動車用安全部品を製造し、（株）パイロセーフティデバイス

がその販売を行っております。（株）オートリブニチユは、エアバッグ関連の自動車用安全部品を製造し、販

売を行っております。 

また、（株）タセトは金属加工品の販売を行っております。 

 

（４）その他 

その他の事業として、日油サービス（株）は主に当社製品の運送業務を行っており、日油商事（株）及び

ニチユエステート（株）は不動産業務を行っております。 

また、日本油脂ビーエーエスエフコーティングス（株）は、塗料を製造し、販売を行っております。 



－   － 2 

 
 以上の企業集団について事業の系統図を示すと次のとおりであります。      

    

得    意    先  
          

 製     製品及び       製品及び 
   サービス  品     サービス 
        

        

   子 会 社       子 会 社  

 ＊日 油 商 事㈱ 各種製品の販売及び 各種製品  火薬･加工品 ＊日本工機㈱ 各種火工品、金属加工品、 

  不動産販売他     自動車用安全部品の製造販売 

      ＊日油技研工業㈱ 化学品、火工品、機器類の 

       製造販売     

      ＊昭和金属工業㈱ 各種火工品、金属加工品、 

   子 会 社      自動車用安全部品の製造販売 

 ＊日  本  油  業㈱  油脂製品  ＊日 邦 工 業㈱ 各種装弾、金属加工品の 

  脂肪酸、界面活性剤等の  
日 

  製造販売 

 ＊油  化  産  業㈱ 販売    ＊北海道日本油脂㈱ 爆薬、火工品の製造販売 

       

 ＊日  油  工  業㈱ 金属油剤、界面活性剤等   ＊日武産業㈱ 各種製品の出荷、荷役業務 
  の製造販売  

本 

  等の請負 

 ＊ニチユソリューション㈱ 飼料用油脂、製紙用薬剤   ＊㈱ｼﾞｬﾍﾟｯｸｽ 火薬、火工品等の販売 

  等添加物の製造販売  
油 

   

 ＊NOF EUROPE （BELGIUM） ﾍﾞﾙｷﾞｰでの油脂製品等    ＊㈱ﾊﾟｲﾛｾｰﾌﾃｨﾃﾞﾊﾞｲｽ 火薬、加工品、自動車用安全 
     NV の販売    部品等の販売 

  その他の子会社 2社   
脂 

 ＊㈱カクタス 機器類、加工品等の販売 
  日本ｴﾑ･ﾃｨ･ｴｽ㈱他 油脂製品等の販売      

  関連会社 10社     その他の子会社 3社  
 ○ﾆｯｻﾝ石鹸㈱   

 
 日本発破㈱他 火薬、加工品、自動車用安全 

 ○ＰT.SINAR OLEOCHEMICAL 油脂製品等の製造販売    関連会社 4社 部品等の製造販売及び付随 

     INTERNATIONAL   
株 

 ○㈱ｵｰﾄﾘﾌﾞﾆﾁﾕ 出荷業務 
   千葉脂肪酸㈱他       ﾆｯｻﾝﾐﾛｸ㈱他  

      
   

式 
    金属・  

   子 会 社           加工品  

 ＊PT.NOF MAS CHEMICAL ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでの有機過酸化      子 会 社   

      INDUSTRIES 物の製造販売  
会 

 ＊㈱ タ セ ト 金属加工品の販売 

 ＊㈱日本ﾀﾞｸﾛｼｬﾑﾛｯｸ 特殊防錆処理剤の製造 化成製品     

  販売    関連会社 1社 金属加工品の製造販売 

 ＊METAL COATINGS 米国での特殊防錆処理  
社 

  神鋼タセト㈱  

      INTERNATIONAL INC.  剤の製造販売       

 ＊MICHIGAN METAL  米国での自動車用部品      

      COATINGS CO. 等の防錆加工   その他   子 会 社   

 ＊GEORGIA METAL      ＊日 油 ｻ ｰ ﾋ  ゙ ｽ㈱ 各種製品の運送業務他 
      COATINGS CO.       

 ＊METAL COATINGS BRAZIL ブラジルでの特殊防錆      
      IND.E.COM.LTDA. 処理剤の製造販売       その他 

 ＊DACRAL S.A. フランスでの特殊防錆      子 会 社   

  処理剤の製造販売    ＊ニチユエステート㈱ 不動産の売買、賃貸他  

 ＊DACRAL  ベルギーでの特殊防錆       

     MANUFACTURING 処理剤の製造     その他の子会社 2社 各種製品及びサービス等の  

 ＊U.S.PAINT CORPORATION 自動車用部品等の防錆      ㈱ニチユテクノ他 販売  

  加工及び化成製品等の     関連会社 2社   

  その他の子会社 3社 製造販売    ○日本油脂ﾋﾞｰｴｰｴｽｴﾌ 塗料製品の製造販売  
  KOREA SHAMROCK CO.他          ｺｰﾃｨﾝｸﾞｽ㈱  

  関連会社 9社       ﾆﾁﾕ関西ﾏﾘﾝ 船舶塗料の販売 
 ○ナゴヤダクロ㈱         ｺｰﾃｨﾝｸﾞｽ㈱  

   日油ﾘﾎﾟｿｰﾑ他      
      

      
                                          (注)＊印は連結子会社です。連結子会社数は 27社です。 
                                             ○印は持分法適用会社です。持分法適用会社は 5社です。 
                                             ㈱アグロメデック，ニチユビルド㈱および日本ベッツディアボーン㈱は平成14年9月に統合し、 
                                             ニチユソリューション㈱を設立いたしました。 
                                             NOF EUROPE N.V.は平成14年11月に NOF EUROPE (BELGIUM)NVを分離するとともに 
                                             DACRAL MANUFACTURINGと改称しました。 

                                             油化産業㈱と日本油業㈱は平成15年4月に合併し、油化産業㈱が存続会社となりました。 
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２ ．経営方針 
（１）経営の基本方針 

日本油脂グループは、「バイオから宇宙まで幅広い分野で、新しい価値を創造し、人と社会に貢献する」こ

とを経営理念としております。具体的には、「環境との調和」および「製品と事業活動における安全」を前提

として「総合力を発揮し、未来を拓く先端技術と優れた商品を開発」し、「カスタマーニーズに応えた最高の

品質とサービスのグローバルな提供」により「適切な利益水準を維持」し、株主、社員、取引先、地域社会

などのステークホルダーに「公正に還元」してまいります。 

また、社員に挑戦と成長を求め、「意欲ある挑戦を支援する」こと等により、事業の継続的な発展を目指し

ております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識し、配当額の維持向上に努めてまいります。 

内部留保につきましては、将来の株主利益確保のため、設備投資、研究開発投資及び財務体質の充実など

にあてております。今後とも、収益基盤を強化し、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を図ってまいります。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、株式市場において適正な株価が形成されるためには、株式の流動性が確保されることが必要であ

ると考えております。現状の当社株式の流動性は確保されていると見ていますが、投資単位の引下げについ

ては、今後の市場の動向や要請なども勘案して、株主利益の視点で検討を続けてまいります。 

 

（４）目標とする経営指標 

経営の主たる指標については、株主重視の視点、個別事業における業績管理など経営効率の評価基準とし

て、ＲＯＥと売上高経常利益率を活用しております。 

   

（５）中長期的な会社の経営戦略 

企業を取り巻く事業環境は、今後ますますグローバルに、かつ急速に変化するものと予測されます。 

日本油脂グループは、このような事業環境の変化を事業の体質強化もしくは成長の好機ととらえ、連結経

営の目標と施策を明確にし、経営効率の一層の向上を図るため、グループ関係会社を含む｢２００４中期経営

計画｣を平成１４年４月からスタートさせました。２００４中期経営計画において、基幹事業については、グ

ループ関係会社を含めた事業の整理統合・再編、高付加価値化製品の拡販、コストダウンのあくなき追求、

販売体制の強化など収益基盤を強化いたします。一方、ライフサイエンス事業、電材事業、ＤＤＳ事業など

の新規開発事業については、市場開発・研究開発体制の強化、生産設備の新設など経営資源を重点的に投入

し、早急に基幹事業に育成してまいります。 

 
（６）会社の対処すべき課題 

わが国の経済は、これまで依存してきた輸出が米国景気の減速によって下降傾向を示し、世界的な景気腰

折れ懸念、金融システム不安、中東や極東を巡る軍事情勢の緊迫感など、複合された要素が重なり合う中で、

成長局面へ向かう展望は開けておりません。また、油脂原料の反騰、デフレ経済が招く価格競争の激化や関

連需要業界の国内空洞化など、当社を取り巻く事業環境は依然として厳しい状況が続くものと予想されます。 

日本油脂グループは、このような厳しい事業環境の下、｢２００４中期経営計画｣に掲げました基幹事業の

収益基盤の強化と新規開発事業の早期育成を最優先課題として取り組んでまいります。加えて、前期に引き

続き経理業務の効率化、インターネット受注システムの拡張など、積極的な経営効率向上策を推進してまい

ります。以上のような諸施策をはじめとして、今後さらなる事業革新を進め、国際競争力のある強靭な企業

体質を築いてまいります。 
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取締役会 

（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は経営環境の変化と企業間競争の激化に的確に対応するため、経営判断の迅速化を図るとともに、透

明性確保の観点から経営のチェック機能強化を重要な課題と認識しております。取締役会は法令で定められ

た事項や経営の基本方針、その他経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行状況を監督する機関と

位置付けられております。一方、会長・社長以下全取締役及び全監査役が出席する経営審議会・部長会を開

催し、事業環境の分析、利益計画の進捗状況など情報の共有化、コンプライアンスの徹底を図り、経営判断

に反映させております。 

委員会等設置会社移行の是非については、今後、重要な課題として検討してまいりますが、当面、従来の

取締役と監査役という枠組みの中でこれまで行ってきた経営機構や制度の改革をさらに進めてまいります。

また、経営の公正性と透明性を高めるため、引き続き積極的かつ迅速な情報開示に努めてまいります。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

当社は社外取締役は選任いたしておりませんが、監査役制度のもと、監査役 4 名のうち 2 名は社外監査役

を選任しており、経営の監督機能の充実に努めております。なお、当社は監督と執行の分離を進めていく方

針に基き既に執行役員制を導入いたしております。 

このほか、企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するための各種活動を定常的に行っており

ますが、法令遵守と倫理に基く行動をより徹底するため、昨年 4 月に新たに倫理行動規範を制定するととも

に倫理委員会を設置いたしました。 

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次の通りです。 

 

 

                      選任・解任               選任・解任 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社外監査役と当社との取引関係はありません。また、会計監査人である監査法人及びその関与社員と当社

の間には、特別の利害関係はなく、また、監査法人は自主的に当社監査に従事する関与社員については、一

定期間以上、当社の会計監査に関与しない措置をとっております。当社と監査法人の間では、商法監査と証

券取引法監査について、監査契約書を締結し、それにもとづき報酬を支払っております。 

当社は、企業経営及び日常の業務に関して、必要の都度、弁護士などの複数の専門家から経営判断上の参

考とするためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

社

外

弁

護

士

等

株  主  総  会 

代表取締役 

執行役員 

事業部門 

スタッフ部門 

監査役会 

社内監査役 

社外監査役 

会計監査人 

（監査法人） 

助言 

業務監査・会計監査 

監督 

業務執行 

会計監査 

倫理委員会 
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３ ．経営成績及び財政状態 
（１）当期の概況 

 １）当期の業績全般の概況 

（単位：百万円、％） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成１５年３月期 １３６，３０９ ７，１５０ ７，０２８ ２，３０８ 

平成１４年３月期 １３３，７７６ ６，０７１ ５，８３２ ２，５９２ 

増減率 １．９ １７．８ ２０．５ △１１．０ 

 

当期のわが国経済は、期前半は米国経済の回復による輸出のけん引により、緩やかな回復が見られました

ものの、期後半は個人消費の減速やイラク戦争の影響などにより、回復の動きは足踏み状態となりました。

当社を取り巻く事業環境も、国内外における企業間競争の一段の激化、関連需要業界の低迷などに加え、油

脂原料価格、石油関連原材料価格の反騰もあって、厳しい状況下で推移しました。 

このような状況のもと、当社は、「２００４中期経営計画」を指針とし、事業の体質強化を図るため、基幹

事業については、高付加価値化製品の拡販、コストダウン、販売体制強化を行い、収益基盤の強化に努めま

した。新規開発事業については、研究開発体制の強化、生産設備の新設など経営資源を先行投入し、事業基

盤確立に向け市場開発に積極的に取り組みました。スタッフ部門については、経理業務の効率化、インター

ネット受注システムの導入など経営効率の向上施策を推進しました。また、将来の中国市場を視野に入れ上

海駐在員事務所を開設いたしました。 

グループ関係会社の再編・事業の統合は、経営効率の向上、事業の一元的管理運営を基本として進めまし

た。油化事業グループにおいて、飼料原料・添加物事業を主な事業とする株式会社アグロメデックとアクリ

ル系モノマー塗床材事業を主な事業とするニチユビルド株式会社および製紙薬剤事業を主な事業とする日本

ベッツディアボーン株式会社を平成１４年９月に統合し、新会社｢ニチユソリューション株式会社｣を設立い

たしました。また、化学品、医薬香粧品、機能食品などを主な事業とする油化産業株式会社と金属油剤をは

じめとする機能化学品を主な事業とする日本油業株式会社を平成１５年４月に合併し、新しく油化産業株式

会社としてスタートさせました。 

スタッフ部門の経営効率の向上施策に関しましては、グループ関係会社の経理情報の早期把握と経理関連

コストの削減を進めるため、グループの経理業務全般を集中管理する｢経理サービスセンター｣を平成１４年

１０月に新設いたしました。また、同年１０月、上海市に開設いたしました駐在員事務所は、将来の中国市

場を視野に入れ、事業進出に備えた調査活動、輸出入業務の支援、原料調達先の開拓などを積極的に推進し

ております。当期も全部門におきまして業績向上諸施策をグループ一丸となって推進してまいりました。 

以上のような経営努力を積み重ねてまいりました結果、売上高は、１３６，３０９百万円と前期比１．

９％の増収となりました。 

一方、損益面につきましては、高付加価値化製品の市場投入、新規市場の開拓、人員のスリム化、経費の

削減などを推進してきたことにより、営業利益は、７，１５０百万円と前期比１７．８％の増益、経常利益

は、７，０２８百万円と前期比２０．５％の増益となりました。なお、当期純利益は、保有する金融機関等

の上場株式の大幅な下落による評価損が発生し、これを特別損失に計上した影響により、２，３０８百万円

となり、前期に対しては１１．０％の減益となりました。 

当社の期末配当金につきましては、前期と同額の一株につき３円（中間配当金を含め年間６円）とさせて

いただきたいと考えております。 
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２）当期の財政状態 

（単位：百万円） 

 当 期 前 期 増 減 

営業活動によるキャッシュ・フロー １０，７４６ ４，２６３ ６，４８３ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２，５５１ △１０，２３１ ７，６７９ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６，５８７ １，７８７ △ ８，３７５ 

換算差額 △   １０４ ２８０ △   ３８５ 

新規連結に伴う増加額 ６１ － ６１ 

連結除外に伴う減少額 △    ５０ － △    ５０ 

増減 １，５１４ △３，８９９ ５，４１３ 

現金及び現金同等物期末残高 １５，２３９ １３，７２５ １，５１４ 

当期の現金及び現金同等物（以下、｢資金｣という）は、営業活動による資金の増加が固定資産の取得等の

投資活動による資金の減少と転換社債の償還等の財務活動による資金の減少より上回り、前期末に比べ１，

５１４百万円増加し、１５，２３９百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券評価損の非資金費用３，５０９百万円の増加及び法

人税等の支出の減少３，６９１百万円等により、前期に比べ６，４８３百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の支出の減少３，６７０百万円及び投資有価証券の売却

による収入の増加２，２６９百万円等により、前期に比べ７，６７９百万円の増加となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、転換社債の償還による支出７，６４６百万円及び自己株式取得に

よる支出の増加７３１百万円により、前期に比べ８，３７５百万円の減少となりました。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 
 

 平成12年3月期 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 

自己資本比率(%) ３２．２ ３４．０ ３６．５ ３５．９ 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(%) ２９．３ ３０．８ ３０．０ ３８．３ 

債務償還年数(年) １４．６ １２．３ １５．０ ５．５ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ４．４ ３．９ ４．５ １４．７ 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 
     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ･フロー／利払い 
１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 
３．キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表
に計上されている社債、転換社債及び借入金の合計額を対象としております。また、利払いは、連
結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

３）当期の主な部門別の概況 

（事業別業績）                                 （単位：百万円） 

油脂製品 化成製品 火薬・加工品 その他  

 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

平成15年3月期 ５２,０３７ １,８１６ ４４,９３５ ３,４３７ ３７,５５５ １,７２１ １,７８１ １５８ 

平成14年3月期 ４９,８６０ １,９８１ ４３,７９４ ２,７８５ ３８,１６６ １,１５１ １,９５５ １２７ 

増減 ２,１７６ △１６５ １,１４０ ６５１ △６１０ ５６９ △１７３ ３０ 

 

①油脂製品事業 

脂肪酸は、関連需要業界の低迷により、売上は減少しました。一方、脂肪酸誘導体は、関連需要業界であ

る合成樹脂、化粧品業界が比較的好調であり、金属石鹸、モノマー製品、脂肪酸エステル等の既存製品をは

じめ全般的に売上は増加しました。また、主要な差別化製品であるトナー用特殊ワックス、化粧品原料の売

上は好調に推移しました。特に、化粧品原料については当社製品の保湿効果、美白効果等の性能が認められ、

売上を大きく伸ばしました。 
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食用加工油脂は、製パン分野を中心に拡販を進めましたが、狂牛病の影響、関連需要業界での食品衛生法

違反などによる食品業界に対する消費者の不信感から消費マインドが冷え込んだこともあり、売上は前期並

にとどまりました。当社の差別化素材と独自技術を駆使した健康関連製品は、健康食品素材の売上はほぼ順

調に推移しましたが、マイクロカプセル品の売上が減少したため、売上は微増にとどまりました。 

油脂製品事業の売上高は、５２，０３７百万円と前期比２，１７６百万円の増収となりました。営業利益

は、競合による販売価格の下落、油脂原料価格の反騰などにより１，８１６百万円となり、前期と比較して

１６５百万円の減益となりました。 

 

②化成製品事業 

有機過酸化物は、関連需要業界の合成樹脂の輸出が比較的好調だったため需要増となり、売上は増加しま

した。海外生産拠点である P．T．エヌ・オー・エフ・マス・ケミカル・インダストリーズも順調に推移して

おります。反射防止フィルムは、大型薄型画面テレビが市場を拡大したことにより、売上は大幅に増加しま

した。 

セメント混和剤用高性能減水剤は、建設業界の低迷と競争激化により、売上は減少しました。 

生体適合性新素材であるＭＰＣ関連製品は、コンタクトレンズ洗浄保存液および化粧品原料が売上を伸ば

しました。光学レンズモノマーは、中国市場への拡販と韓国市場における既存製品のシェア回復により、売

上は増加しました。 

電材事業については、液晶分野におけるカラーフィルター材料が、性能、作業性においてユーザーの高い

評価を受け、販売を開始しました。また、クリーンルーム仕様の電子材料関連製品の専用生産設備が完成し、

製品の安定供給体制が整いました。 

ＤＤＳ事業については、当社独自の合成・精製技術を駆使した原薬修飾用のポリエチレングリコール誘導

体、高純度リン脂質、高純度不飽和脂肪酸およびその誘導体について積極的な営業活動を展開しております。 

特殊防錆処理剤・防錆加工事業については、国内では、厳しい需要状況下ではありましたが、売上は前期

並を維持しました。海外においては、ヨーロッパを中心に売上は堅調に推移しました。 

化成製品事業の売上高は、４４，９３５百万円と前期比１，１４０百万円の増収となりました。営業利益

は、高付加価値製品の拡販、コストダウンなどにより３，４３７百万円となり、前期と比較して６５１百万

円の増益となりました。 

 

③火薬・加工品事業 

産業用爆薬類は、公共事業の削減などによる火薬消費数量の大幅な減少、販売競争激化による価格低下な

どにより、売上は減少しました。無煙火薬は、需要が漸減傾向にあり、売上は減少しました。ロケット用推

進薬は、打上げ計画が予定どおり進み、売上は大幅に増加しました。自動車用安全部品は、競争激化により、

売上は減少しました。化薬事業グループのその他の製品の売上は増加しました。特に、医療滅菌用資材であ

る滅菌バッグは、新たな需要先の獲得などにより、売上を伸ばしました。また、平成１３年１月から北海道

日本油脂株式会社などで実施してきました日本が保有する対人地雷の廃棄処理事業は、平成１５年２月で完

了しました。 

ステンレス溶接材料は、民間設備投資の減少などにより、売上は減少しました。染色浸透探傷剤は、出荷

は増加しましたが、価格低下により売上は前期並にとどまりました。 

火薬・加工品事業の売上高は、３７，５５５百万円と前期比６１０百万円の減収となりました。営業利益

は、高付加価値製品の拡販および一部製品の内製化によるコストダウンなどにより１，７２１百万円となり、

前期と比較して５６９百万円の増益となりました。 

 

④その他の事業 

不動産事業の売上は、ほぼ前期並でありましたが、運送事業における運賃、構内荷役料の価格低下などに

より、その他の事業の売上高は、１，７８１百万円と前期比１７３百万円の減収となりました。営業利益は

１５８百万円と、前期比３０百万円の増益となりました。 
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（２）次期の見通し 

                                       （単位：百万円、％） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成１６年３月期 １４３，０００ ７，５００ ８，０００ ４，２００ 

平成１５年３月期 １３６，３０９ ７，１５０ ７，０２８ ２，３０８ 

増減率 ４．９ ４．９ １３．８ ８１．９ 

 

今後の経済見通しにつきましては、これまで依存してきた輸出が米国景気の減速によって下降傾向を示し、

比較的底堅さを保ってきた個人消費にも変調の兆しが見えるなど、減速傾向が強まっております。また、世

界的な景気腰折れ懸念、金融システム不安、中東や極東を巡る軍事情勢の緊迫感など、複合された要素が重

なり合う中で、景気の先行き不透明感は益々強まっております。一方、油脂原料の反騰、デフレ経済が招く

価格競争の激化や関連需要業界の国内空洞化など、当社を取り巻く事業環境は依然として厳しい状況が続く

ものと予想されます。 

日本油脂グループは、このような厳しい事業環境の中で２１世紀での存在感ある企業を目指して、現在グ

ループを挙げて中期経営計画を推進中であります。基幹事業については、グループ関係会社を含めた事業の

整理統合・再編、高付加価値化製品の拡販、コストダウンのあくなき追求、販売体制の強化など収益基盤の

強化を進めます。新規開発事業については、市場開発・研究開発体制の強化、生産設備の新設など経営資源

を先行投入し、早急に基幹事業に育成してまいります。さらに、社員全員の意欲向上と活性化を目的に、従

来以上に成果・役割・貢献度を重視する「新人事給与制度」を期初より導入しその活用を図ります。また、

前期に引き続き経理業務の効率化、インターネット受注システムの拡張など経営効率の向上にも努めてまい

ります。 

各事業の次期の見通しは、次のとおりであります。 

 

１）油脂製品事業 

脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤は既存需要分野での競合の激化が予想されますが、製造・販売・研究

の一体化を目指した組織体制の再編、差別化製品の重点販売によりシェアの拡大に努めるとともに、中国を

含めたアジア市場への積極的な拡販を推進します。 

食用加工油脂は、生産性および品質の向上施策を推進するとともに、販売体制の再編により重点ユーザー

のシェア拡大を図ります。また、健康関連食品は、新製品開発と市場展開のスピードアップにより拡販に注

力します。 

以上の施策により、当事業の次期の売上高は当期を若干上回る見込みでありますが、営業利益は当期並と

なる見込みであります。 

 

２）化成製品事業 

有機過酸化物、ポリブテン、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体等については、既存需要

分野での競合の激化が予想されますが、市場シェアの拡大に努めます。 

急速に市場を拡大している反射防止フィルム、開発アイテムが多様化してきた生体適合性素材（ＭＰＣ）

等については、新製品開発、新規市場の開拓などにより拡販いたします。 

また、ＤＤＳ事業、電材事業については、製品開発と市場開発を積極的に展開し拡販に努めます。 

以上の施策により、当事業の次期の売上高、営業利益は、当期と比較して増収、増益の見込みであります。 

 

３）火薬・加工品事業 

主力製品である産業用爆薬、無煙火薬、ロケット推進薬は、公共事業の削減など、国家予算の縮小による

需要減が予想されますが、連結子会社を含めた事業の統合・再編などを推進し、経営資源の有効活用と収益

力の増強を図るとともに、シェアの確保･拡大に努めます。 
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自動車用安全部品については、昭和金属工業（株）にて国産化したシートベルトプリテンショナー用ガス 

発生器および（株）オートリブニチユにて国内生産を本格化したエアバッグ用ガス発生剤の拡販に注力し

ます。 

以上の施策により、当事業の次期の売上高、営業利益は、ともに当期並となる見込みであります。 

 

４）その他の事業 

運送及び不動産事業の次期の売上高、営業利益は、ともに当期並となる見込みであります。 

各事業の見通しは以上のとおりであり、売上高は１，４３０億円、経常利益８０億円、当期純利益４２億

円を予想しております。 

 

また、当社の次期の配当金は、当期と同額の１ 株当たり年間６ 円 （中間配当金 １ 株当たり３ 円）と

させていただく予定であります。 

以上 
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４．連結財務諸表等 

 

（１）連結貸借対照表（借方） 

                                       ( 単位 : 百万円 ) 

前連結会計年度 

(平成14年 3 月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成15年 3 月31日現在) 

増  減 

（△印は減） 

期   別 

 

 科   目 
金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

流 動 資 産  ％  ％  

  現金及び預金  １４,２３８  １５,７００   １,４６１ 

  受取手形及び売掛金  ２９,７８１  ３２,８５１   ３,０７０ 

  有価証券    ７６０  １７０  △   ５９０ 

  たな卸資産  １９,９３６  １９,２３２  △   ７０４ 

  繰延税金資産   １,６５８  １,９０９      ２５０ 

  そ の 他   ６,９５６  ４,４７８  △ ２,４７７ 

  貸倒引当金 △   ２２２  △   １９１       ３０ 

 流 動 資 産 合 計  ７３,１１０  ３９.９ ７４,１５０ ４１.７  １,０４０ 

固 定 資 産      

 有形固定資産      

  建物及び構築物  ２２,８３５  ２２,１０３  △   ７３１ 

  機械装置及び運搬具  １３,４８６  １２,３４４  △ １,１４２ 

  土   地  ２１,２１８  ２１,０９９  △   １１８ 

  建設仮勘定    ９３４  ３,４４８    ２,５１３ 

  そ の 他   １,７０３  １,９０４     ２００ 

  有形固定資産合計  ６０,１７９  ３２.８ ６０,９０１ ３４.２     ７２１ 

 無形固定資産   ２,１２１     １.２ １,５６３ ０.９ △   ５５７ 

 投資その他の資産      

  投資有価証券  ３７,５１９  ３０,２６９  △ ７,２５０ 

  長期貸付金   ３,４２９  ３,０１８  △   ４１０ 

  前払年金費用 １,０５５  ２,５２３    １,４６７ 

  繰延税金資産   ３,１５５  ３,１２６  △    ２９ 

  そ の 他   ３,１１３  ２,３２５  △   ７８８ 

  貸倒引当金 △   ３１１  △    ４５     ２６６ 

  投資その他の資産合計  ４７,９６３  ２６.１ ４１,２１７  ２３.２ △ ６,７４５ 

 固 定 資 産 合 計 １１０,２６４  ６０.１ １０３,６８２  ５８.３ △ ６,５８１ 

繰 延 資 産      １６  ０.０ － － △    １６ 

資  産  合  計 １８３,３９１ １００.０ １７７,８３３ １００.０ △ ５,５５７ 
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 連結貸借対照表（貸方） 

                                        ( 単位 : 百万円 ) 

前連結会計年度 

(平成14年 3 月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成15年 3 月31日現在) 

増  減 

（△印は減） 

期   別 

 

 科   目 
金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

流 動 負 債  ％  ％  

  支払手形及び買掛金  ２１,５４５   ２２,８４９   １,３０４ 

  短期借入金  １７,３６１   １９,４５１    ２,０８９ 

  １年内返済予定 
   長期借入金 

  １,４３９    ２,５１４   １,０７４ 

  １年内償還予定 
   転 換 社 債 

７,６４６  －  △ ７,６４６ 

  未払費用   ３,２３６    ３,７４３    ５０７ 

  未払法人税等 ８９９  ８８１  △    １８ 

  未払消費税等    ４９９     ６３６     １３７ 

  預 り 金   ２,７８４    ２,７７３  △    １０ 

  賞与引当金 ２,５４３  ２,５０５  △    ３８ 

  そ の 他   ４,９１５    ６,２６８    １,３５３ 

 流 動 負 債 合 計  ６２,８７１  ３４.３  ６１,６２４  ３４.７ △ １,２４６ 

固 定 負 債      

  社  債  ９,０００   ９,０００        － 

  転換社債   ７,９９９   ７,９９９        － 

  長期借入金  ２０,３４９   ２０,５９３      ２４３ 

  繰延税金負債   ６,４５２    ４,９１９  △ １,５３３ 

  退職給付引当金  ４,７４９   ４,８６２    １１２ 

  役員退職引当金     ７２９     ６１５  △   １１３ 

  そ の 他    ９４７    １,０９０     １４３ 

 固 定 負 債 合 計  ５０,２２７   ２７.４  ４９,０８０   ２７.６ △ １,１４６ 

負 債 合 計 １１３,０９８   ６１.７ １１０,７０５   ６２.３ △ ２,３９３ 

少 数 株 主 持 分      

  少数株主持分合計   ３,３３８     １.８   ３,２２０     １.８ △   １１７ 

資   本   金  １５,９９４     ８.７ － － △１５,９９４ 

資 本 準 備 金  １３,３７２     ７.３ － － △１３,３７２ 

連 結 剰 余 金  ３３,１６２   １８.１ － － △３３,１６２ 

その他有価証券評価差額金 ５,１６８ ２.８ － － △ ５,１６８ 

為替換算調整勘定 △   ３６４ △ ０.２ － －    ３６４ 

自 己 株 式 △   ３７９ △ ０.２ － －    ３７９ 

      

資   本   金 － －  １５,９９４     ９.０ １５,９９４ 

資 本 剰 余 金 － －  １３,３７２     ７.５ １３,３７２ 

利 益 剰 余 金 － －  ３３,２２４   １８.７ ３３,２２４ 

その他有価証券評価差額金 － － ２,７０８ １.５ ２,７０８ 

為替換算調整勘定 － － △   ７４４ △ ０.４ △   ７４４ 

自 己 株 式 － － △   ６４７ △ ０.４ △   ６４７ 

資 本 合 計  ６６,９５４ ３６.５  ６３,９０７ ３５.９ △ ３,０４６ 

負債､少数株主持分及び資本合計 １８３,３９１ １００.０ １７７,８３３ １００.０ △ ５,５５７ 
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（２）連結損益計算書 

                                       ( 単位 : 百万円 ) 

前連結会計年度 

自 平成１３年４月 １日 
至 平成１４年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

増  減 

（△印は減） 

       期   別 

 
 

科   目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

  ％  ％  

 売  上  高 １３３,７７６ １００.０ １３６,３０９ １００.０  ２,５３２ 

 売 上 原 価 ９８,３５３ ７３.５ １００,３１６ ７３.６  １,９６３ 

  売 上 総 利 益 ３５,４２３ ２６.５ ３５,９９３ ２６.４    ５６９ 

 販売費及び一般管理費 ２９,３５２ ２２.０ ２８,８４２ ２１.１ △   ５０９ 

  営 業 利 益 ６,０７１ ４.５ ７,１５０ ５.３  １,０７８ 

  営 業 外 収 益      

  受取利息 １６３  １２２   

  受取配当金 ３７０  ２９３   

  持分法 による 投資利益 ３３８  ３５１   

  そ の 他 ７３０  ７５１   

   小   計 １,６０２ １.２ １,５１８ １.１ △    ８４ 

  営 業 外 費 用      

  支払利息 ９１２  ７６３   

  そ の 他  ９２９  ８７５   

   小   計 １,８４１ １.３ １,６３９ １.２ △   ２０２ 

  経 常 利 益 ５,８３２ ４.４ ７,０２８ ５.２   １,１９６ 

  特 別 利 益      

  固定資産売却益 １,２６８  １６９   

  投資有価証券売却益  ２２４  １,７４４   

  営業権譲渡益 －  ７７２   

  保険差益 ７５５  －   

  そ の 他  ５５   ６１   

   小   計 ２,３０４ １.７ ２,７４８ ２.０   ４４４ 

  特 別 損 失      

  投資有価証券評価損  ８８０  ４,３８９   

  投資有価証券売却損 １２６  ４１   

  代替資産圧縮記帳損 ７５５  －   

  製品補償費用 －  ２０１   

  爆発事故関連損失 ２６７  －   

  そ の 他  ５９８   ６９０   

   小    計 ２,６２８ ２.０ ５,３２３ ３.９  ２,６９５ 

税金等調整前当期純利益 ５,５０８ ４.１ ４,４５４ ３.３ △ １,０５３ 

法人税､住民税及び事業税 １,６２４ １.２ １,８９７ １.４   ２７２ 

法 人 税 等 調 整 額 １,１５４ ０.９ １０８ ０.１ △ １,０４６ 

少 数 株 主 利 益 １３５ ０.１ １３９ ０.１      ４ 

当 期 純 利 益 ２,５９２ １.９ ２,３０８ １.７ △   ２８３ 
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（３）連結剰余金計算書 

                                       ( 単位 : 百万円 ) 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

自平成１３年４月 １日 自平成１４年４月 １日 

期   別 

 
科   目 

至平成１４年３月３１日 至平成１５年３月３１日 

Ⅰ．連結剰余金期首残高       ３２,４４８            － 

Ⅱ．連結剰余金減少高        １,８７８            － 

 １．配 当 金        １,２５０ 
           － 

 ２．取締役賞与           ６９            － 

 ３．利益による自己株式消却額          ５５８            － 

Ⅲ．当期純利益        ２,５９２            － 

Ⅳ．連結剰余金期末残高       ３３,１６２            － 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ．資本剰余金期首残高            －       １３,３７２ 

Ⅱ．資本剰余金増加高            －            ０ 

 １．自己株式処分差益            －            ０ 

Ⅲ．資本剰余金期末残高            －       １３,３７２ 

（利益剰余金の部）   

Ⅰ．利益剰余金期首残高            －       ３３,１６２ 

Ⅱ．利益剰余金増加高            －        ２,４１５ 

 １．当期純利益            －        ２,３０８ 

 ２．連結子会社における 
       合併に伴う増加高 

           －           ８４ 

 ３．連結子会社の減少に伴う増加高            －           ２２ 

Ⅲ．利益剰余金減少高            －        ２,３５３ 

 １．配 当 金            －        １,２３４ 

 ２．取締役賞与            －           ６７ 

 ３．利益による自己株式消却額            －        １,０４５ 

 ４．持分法適用関連会社に 
     おける合併に伴う減少高 

           －            ５ 

Ⅳ．利益剰余金期末残高            －       ３３,２２４ 

 

 

 



（４）連結キャッシュ・フロー計算書
( 単位：百万円 ) ( 単位：百万円 )

期　別　 前連結会計年度 当連結会計期間
自 平成１３年４月　１日自 平成１４年４月　１日
至 平成１４年３月３１日至 平成１５年３月３１日

　科　目 金　　額 金　　額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益 ５,５０８ ４,４５４ 
減価償却費 ５,４２２ ５,３００ 
連結調整勘定償却額 ２４３ ２２９ 
退職給付引当金の増減額 　　 △ ３,０５１ 　　 △ １,３５４ 
受取利息及び受取配当金 　　 △ ５３３ 　　 △ ４１６ 
支払利息 ９１２ ７６３ 
持分法による投資損益 　　 △ ３３８ 　　 △ ３５１ 
固定資産売却益 　　 △ １,２６８ 　　 △ １６９ 
投資有価証券評価損 ８８０ ４,３８９ 
投資有価証券売却損 １２６ ４１ 
投資有価証券売却益 　　 △ ２２４ 　　 △ １,７４４ 
保険差益 　　 △ ７５５ ― 
代替資産圧縮記帳損 ７５５ ― 
営業権譲渡益 ― 　　 △ ７７２ 
爆発事故関連損失 ２６７ ― 
売上債権の増減額 ５,７６１ 　　 △ １,３３１ 
たな卸資産の増減額 　　 △ ４０６ ３０３ 
仕入債務の増減額 　　 △ ２,９４７ １,９８９ 
その他 　　 △ ８６７ １,６３１ 
　　小計小計 ９,４８３ １２,９６４ 
利息及び配当金の受取額 ５５７ ４３０ 
利息の支払額 　　 △ ９４６ 　　 △ ７３２ 
爆発事故損失による支出及び保険収入 ７７６ ― 
法人税等の支払額 　　 △ ５,６０６ 　　 △ １,９１５ 
営業活動によるキャッシュ・フロー ４,２６３ １０,７４６ 

  
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
有価証券の取得による支出 　　 △ ６４２ 　　 △ ３０ 
有価証券の売却及び償還による収入 ４７７ ５８８ 
投資有価証券の取得による支出 　　 △ ２,４９０ 　　 △ ３,１９６ 
投資有価証券の売却による収入 １,２９２ ３,５６１ 
有形・無形固定資産の取得による支出 　　 △ ９,５１８ 　　 △ ５,８４８ 
有形・無形固定資産の売却による収入 １,２６３ ３８９ 
連結子会社株式の取得による支出 　　 △ ４６１ ― 
短期貸付金の純増減額 ９１ 　　 △ ３２ 
長期貸付による支出 　　 △ ６７ 　　 △ ９１ 
長期貸付金の回収による収入 １１９ ８０ 
営業譲渡による収入 ― １,５４８ 
その他資産増減額 　　 △ ２９４ ４７９ 
投資活動によるキャッシュ・フロー 　　 △ １０,２３１ 　　 △ ２,５５１ 

  
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額 ９２８ ２,１６９ 
長期借入による収入 １１,５５０ ３,２０９ 
長期借入金の返済による支出 　　 △ ８,７８３ 　　 △ １,６９８ 
社債償還による支出 ― 　　 △ ７,６４６ 
自己株式取得による支出 　　 △ ６１０ 　　 △ １,３４１ 
配当金の支払額 　　 △ １,２５０ 　　 △ １,２３４ 
少数株主への配当金の支払額 　　 △ ４６ 　　 △ ４６ 
財務活動によるキャッシュ・フロー １,７８７ 　　 △ ６,５８７ 

  
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ２８０ 　　 △ １０４ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 　　 △ ３,８９９ １,５０２ 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 １７,６２５ １３,７２５ 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― ６１ 
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 ― 　　 △ ５０ 
Ⅸ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ? １３,７２５ １５,２３９ 
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  連結財務諸表作成の基本となる事項  
１．連結の範囲 
   (１)連結子会社  ･･ ２７社 
      （新規）     １社 エヌ・オー・エフ・ヨーロッパ（ベルギー）ＮＶ 
      （除外）     １社 ニチユビルド（株） 
   (２)非連結子会社 ･･ １０社（小規模子会社で重要性がありません。） 
２．持分法の適用 
   持分法適用会社  ･･  ５社 

    （持分法適用外の非連結子会社１０社及び関連会社２１社はそれぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす 
     影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありません。） 
３．連結子会社の事業年度等 
    連結子会社のうち、(株)日本ダクロシャムロック、メタルコーティングスインターナショナルInc、ユー・ 
   エス・ペイントコーポレーション、Ｐ.Ｔ.エヌ・オー・エフ・マス・ケミカル・インダストリーズ、ミシガン 
   ・メタル・コーティングスＣｏ.、ジョージア・メタル・コーティングスＣｏ.、ダクラールＳ.Ａ.、メタルコ 
   ーティングスブラジルIND.E.COM.LTDA.、ダクラール・マニュファクチャリング及びエヌ・オー・エフ・ヨー 
   ロッパ（ベルギー）ＮＶの決算日は１２月３１日であり､連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結 
   子会社の連結会計期間に係る財務諸表を基礎として連結を行っております。前記以外の連結子会社の決算日は、 
   いずれも連結決算日の３月３１日であります。 
 

４．会計処理基準 
   (１)たな卸資産    主として移動平均法による原価法 
   (２)有価証券     満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
              その他有価証券 
                時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
                         （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主と 
                          して移動平均法により算定しております。） 
                時価のないもの  主として移動平均法による原価法 
   (３)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      有形固定資産  建物（建物附属設備を除く）については、主として定額法によっております。 
              建物以外については、主として定率法によっております。 
      無形固定資産  定額法によっております。 
              なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基 
              づく定額法によっております。 

   (４)貸倒引当金    貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 
              等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており 

              ます。 
   (５)賞与引当金    従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上してお 
              ります。 
   (６)退職給付引当金  当社及び主な連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお 
              ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
              過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
              （主として１０年）による定額法により費用処理することとしております。 
              数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
              年数（主として１０年）による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理する 
              こととしております 
   (７)役員退職引当金  当社及び連結子会社のうち日油商事(株)、日油技研工業(株)、油化産業(株)、昭和金 
              属工業(株)、日邦工業(株)、(株)タセト、日武産業(株)、（株）ジャペックス及び日油 
              サービス（株）は役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給 
              額を計上しております。 
   (８)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
              外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益 
              として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は決算 
              日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部におけ 
              る為替換算調整勘定に含めて計上しております。 
   (９)重要なリ－ス取引の処理方法 
              リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 
              取引については、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお 
              ります。 
   (10)重要なヘッジ会計の方法 
      ヘッジ会計の方法  
        繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ 
        いては、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の 
        要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 
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      ヘッジ手段とヘッジ対象 
        ヘッジ手段－為替予約取引及び金利スワップ取引 
        ヘッジ対象－為替予約   … 外貨建営業取引 
              金利スワップ … 借入金の金利 
   (11) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
     ①消費税等の会計処理   税抜方式によっております。 
     ②自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
       当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を 
      適用しております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 
       なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結 
      剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
     ③１株当たり情報 
       当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）を適用してお 
       ります。 
       なお、これによる影響については「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。 
５．連結子会社の資産及び負債の評価 
   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却 
   連結調整勘定の償却については、投資の実態に基づいて合理的に見積った年数により均等償却をしております。 

７．利益処分項目等の取扱い 
   連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成されてお 
   ります。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能 
   な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以 
   内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

注記事項 

  （連結貸借対照表関係） 

   １．有形固定資産の減価償却累計額 

                             前連結会計年度        当連結会計年度 
                           １０１,５３９百万円     １０４,９０５百万円 

 

   ２．非連結子会社及び関連会社の株式等 
                             前連結会計年度        当連結会計年度 

      投資有価証券（株式）             ９,４３７百万円       ９,４７２百万円 

      出   資   金                  １百万円           １百万円 
 

   ３．担保資産及び担保付債務 

                             前連結会計年度        当連結会計年度 
     担保に供している資産の額 

      投資有価証券                 １,０１３百万円         ２７３百万円 

      土    地                 ８,３０８百万円       ８,３１６百万円 
      建  物  等                １７,３８３百万円      １７,１８１百万円 

         計                  ２６,７０５百万円      ２５,７７０百万円 

     担保付債務 
      転 換 社 債                ７,６４６百万円           －百万円 

      長 期 借 入 金                ２,７０６百万円       ２,１０４百万円 

      短 期 借 入 金                  ２００百万円         １００百万円 
         計                  １０,５５２百万円       ２,２０４百万円 
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   ４．保証債務 

      連結会社以外の金融機関等からの借入れに対し、債務保証を行っております。 
                             前連結会計年度        当連結会計年度 

      ＰＴ.ｼﾅﾙｵﾚｵ･ｹﾐｶﾙ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ          １,１４４百万円         ５４１百万円 

      尼崎ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ(株)               ７７９百万円         ７３６百万円 
      (株)オートリブニチユ               ５２８百万円         ４２４百万円 

      ニッサンミロク(株)                １００百万円         １００百万円 

      (株)ジュアンビューティ               １０百万円           －百万円 
      日本べッツディアボーン(株)             １５百万円           －百万円 

      従業員等                      ４８百万円          ３７百万円 

             計               ２,６２６百万円       １,８３９百万円 
 

   ５．当社の発行済株式総数                    普通株式   ２０５,０５３ 千株 

     当社の保有する自己株式数                  普通株式     ２,２２８ 千株 
     持分法適用会社の保有する親会社株式数            普通株式        ０ 千株 

 

 
  （連結損益計算書関係） 

   １．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

                             前連結会計年度        当連結会計年度 
      販売手数料                    ８６４百万円         ７７２百万円 

      発送配達費                  ４,９８６百万円       ４,７５４百万円 

      給料手当及び賞与               ９,１５０百万円       ９,０２３百万円 
      研究開発費                  ４,１００百万円       ４,４０１百万円 

 

   ２．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費 
                             前連結会計年度        当連結会計年度 

                             ５,３６３百万円       ５,７１１百万円 

 
   ３．固定資産売却益の内容 

                             前連結会計年度        当連結会計年度 

      土 地                      ２３７百万円         １３６百万円 
      その他（商標権他）              １,０３０百万円          ３２百万円 

           計                 １,２６８百万円         １６９百万円 

 
  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                             前連結会計年度        当連結会計年度 
      現金及び預金勘定              １４,２３８百万円      １５,７００百万円 

      預入期間が３ヶ月を 

          超える定期預金          △   ５２８百万円     △   ４６５百万円 
      取得日から３ヶ月以内に償還期限 

       の到来する短期投資（有価証券）          １５百万円           ５百万円 

       現金及び現金同等物            １３,７２５百万円      １５,２３９百万円 
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① セグメント情報 
 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

 当 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日 

 

油脂製品 
事 業 

化成製品 
事 業 

火薬・ 
加工品 
事 業 

その他 
の事業 計 

消 去 
又は 
全 社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

  売 上 高        
 (1)外部顧客に対する売上高 52,037 44,935 37,555 1,781 136,309 － 136,309 

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
   376 1,152 234 3,181 4,945 (4,945) － 

計 52,414 46,087 37,789 4,963 141,254 (4,945) 136,309 

  営 業 費 用 50,598 42,650 36,068 4,804 134,122 (4,962) 129,159 

  営 業 利 益 1,816 3,437 1,721 158 7,132 17 7,150 

Ⅱ.資産、減価償却費 

   及び資本的支出        

   資   産 37,928 41,976 50,861 14,479 145,246 32,587 177,833 

   減価償却費 1,276 2,185 1,769 68 5,300 － 5,300 

   資本的支出 3,422 1,664 1,891 13 6,992 (37) 6,954 

 

 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１３年４月１日  至 平成１４年３月３１日 

 

油脂製品 
事 業 

化成製品 
事 業 

火薬・ 
加工品 
事 業 

その他 
の事業 

計 
消 去 
又は 
全 社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高        
 (1)外部顧客に対する売上高 49,860 43,794 38,166 1,955 133,776 － 133,776 

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
   330 648 171 3,236 4,388 (4,388) － 

計 50,191 44,443 38,337 5,192 138,165 (4,388) 133,776 

  営 業 費 用 48,209 41,657 37,186 5,064 132,118 (4,413) 127,705 

  営 業 利 益 1,981 2,785 1,151 127 6,046 24 6,071 

Ⅱ.資産、減価償却費 

   及び資本的支出        

   資   産 33,264 42,080 51,146 14,885 141,376 42,014 183,391 

   減価償却費 1,347 2,167 1,833 73 5,422 － 5,422 

   資本的支出 1,653 1,955 2,862 41 6,513 3,605 10,118 

(注)１．事業区分の方法 

    事業区分は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性に応じて、油脂製品事業、化成製品事業、火薬・加工 
   品事業、その他の事業にセグメンテーションしております。 

  ２．各事業区分の主要製品等 

   (1)油脂製品事業   ………脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤、食用加工油脂、健康関連食品 
   (2)化成製品事業   ………有機過酸化物、ポリブテン、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体、 

                機能性ポリマー、特殊防錆剤 

   (3)火薬・加工品事業 ………産業用爆薬、推進薬、火工品、金属加工品、自動車用安全部品 
   (4)その他の事業   ………塗料、運送、不動産販売及び管理業務 

  ３．前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

    の金額はありません。 
  ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度が42,721 百万円、当連結会計 

    年度が34,575 百万円であり、その主なものは、当社での金融資産（現金及び預金、投資有価証券等）、繰延 

    税金資産等であります。 
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（２）所在地別セグメント情報 

 

 当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日 

 
日 本 その他 計 

消去又は 
全  社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高      

 (1)外部顧客に対する売上高 122,833  13,475 136,309 － 136,309 

 (2)セグメント間の内部 
    売上高又は振替高 

850 97 948 (948) － 

計 123,684 13,573 137,257 (948) 136,309 

  営 業 費 用 117,761 12,350 130,111 (952) 129,159 

  営 業 利 益 5,922 1,223 7,146 3 7,150 

Ⅱ.資    産 139,307 10,304 149,612 28,221 177,833 

 

 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１３年４月１日  至 平成１４年３月３１日 

 
日 本 その他 計 

消去又は 

全  社 
連  結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

  売 上 高      
 (1)外部顧客に対する売上高 118,760  15,016 133,776 － 133,776 

 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
474 105 579 (579) － 

計 119,235 15,121 134,356 (579) 133,776 

  営 業 費 用 114,562 13,746 128,308 (603) 127,705 

  営 業 利 益 4,672 1,375 6,047 23 6,071 

Ⅱ.資    産 135,885 12,031 147,917 35,473 183,391 

 
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

      その他……北米（米国）、欧州（ベルギー、フランス）、アジア（インドネシア） 
   ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

   ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度が42,721百万円、当連結会 

     計年度が34,575 百万円であり、その主なものは、当社での金融資産（現金及び預金、投資有価証券等）、 
     繰延税金資産等であります。 
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（３）海外売上高 

 

 当 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日 

  そ の 他  計 

      百万円  百万円 
Ⅰ 海 外 売 上 高  23,607  23,607 

Ⅱ 連 結 売 上 高    136,309 

Ⅲ 連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 
 
    ％ 

１７.３ 

 ％ 

１７.３ 

 

 前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１３年４月１日  至 平成１４年３月３１日 

  そ の 他  計 

      百万円  百万円 

Ⅰ 海 外 売 上 高  22,562  22,562 

Ⅱ 連 結 売 上 高    133,776 

Ⅲ 連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 
 
    ％ 

１６．９ 

 ％ 

１６.９ 

 

 

（注）１．国又は地域の区分の方法 
     国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

       その他……北米（米国、カナダ）、アジア（韓国、台湾等）、欧州（ベルギー、フランス等） 
   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

② リース取引 
 
  １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
                             前連結会計年度        当連結会計年度 
                             工具器具備品等        工具器具備品等 
   (１)取得価額相当額                 ２,３９３百万円       １,７４２百万円 
     減価償却累計額相当額              １,４０６百万円         ９４４百万円 
     期末残高相当額                   ９８６百万円         ７９７百万円 
   (２)未経過リース料期末残高相当額 
      １年以内                     ３８２百万円         ３２０百万円 
      １ 年 超                     ６０３百万円         ４７６百万円 
      合  計                     ９８６百万円         ７９７百万円 
   (３)上記注記は、未経過リース料期末残高相当額の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた 
     め支払利子込み法によって算定しております。 
   (４)支払リース料（減価償却費相当額）          ５４８百万円         ４０４百万円 

   (５)減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。 
  ２．オペレーティング・リース取引 
    未経過リース料 
       １年以内                     ８７百万円          ６９百万円 

       １ 年 超                    １２４百万円          ４４百万円 
       合  計                    ２１２百万円         １１３百万円 
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③ 関連当事者との取引 
 
 

当連結会計年度（自 平成１４年４月 1 日 至 平成１５年３月３１日） 

子会社等 

関係内容 
 

 

属性 
 

 

会社等 

の名称 
 

 

 

住 所 

 

 

資本金 

 

事業の内容

又は職業 

 

議決権等の 

所有割合 役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

 

取引の 

内容 

 

取引 

金額 

 

科目 

 

期末 

残高 

― 百万円

― 

 

短期及び 
長期貸付金 

(注1) 

百万円 

4,950 
 

 

関連 
会社 

 

 

日本油脂 
ﾋ゙ ｴーー ｴｽｴﾌ 

ｺー ﾃｨﾝｸ゙ ｽ㈱ 

 

神奈川県 
横浜市 

百万円 

10,086 
 

 

塗料製品製
造、販売及

び研究開発 

 

 
直接 50% 

 

兼任２名 
出向２名 

 

なし 
 

    

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１)上記資金の貸付については市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております｡ 
 

 

④ 税効果会計 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（平成１５年３月３１日現在） 

                             当連結会計年度 
     繰延税金資産 

      賞与手当                     ８４６百万円 

      退職給付債務                 １,９８９百万円 
      棚卸資産・固定資産未実現利益         ２,４２７百万円 

      未払事業税                     ９９百万円 

      繰越欠損金                    ３６０百万円 
      評価差額                     ９０９百万円 

      そ の 他                  ２,０３３百万円 

     繰延税金資産 小計               ８,６６６百万円 
      評価性引当額               △   ６０３百万円 

     繰延税金資産 合計               ８,０６２百万円 

 
     繰延税金負債 

      その他有価証券評価差額金         △ １,９０９百万円 

      固定資産圧縮積立金            △ ２,９４３百万円 
      退職給付信託設定益            △   ８３８百万円 

      評価差額                 △ ２,０１２百万円 

      そ の 他                △   ２５７百万円 
     繰延税金負債 合計             △ ７,９６０百万円 

 

     繰延税金資産の純額                 １０１百万円 
 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法の改正（平成１６年４月1日以降開始 

  事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、当連結会計年度末における一時差異等のうち、平成１６ 
  年３月末までに解消が予定されるものは改正前の税率、平成１６年４月以降に解消が予定されるものは改正後の税 

  率であります。 

   この税率の変更により、当連結会計年度末の繰延税金資産の金額が７５百万円、並びに、繰延税金負債の金額が 
  ２０７百万円減少し、当連結会計年度に費用計上された法人税等調整額が７２百万円減少しております。 

 



－   － 22

 

⑤ 有 価 証 券 
 

  １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                                             （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 平成１４年３月３１日現在 平成１５年３月３１日現在 

種    類 連  結 

貸借対照 

表計上額 

時 価 差 額 
連  結 

貸借対照 

表計上額 

時 価 差 額 

社   債 ９９ ９９ ０ － － － 

そ の 他 － － － － － － 

時価が連結貸借
対照表計上額を

超えるもの 小  計 ９９ ９９ ０ － － － 

社   債 ４０１ ３８４ △ １７ １００ ９７ △  ２ 

そ の 他 － － － － － － 
時価が連結貸借
対照表計上額を

超えないもの 小  計 ４０１ ３８４ △ １７ １００ ９７ △  ２ 

合     計 ５０１ ４８４ △ １６ １００ ９７ △  ２ 

 

  ２．その他有価証券で時価のあるもの 
                                             （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 平成１４年３月３１日現在 平成１５年３月３１日現在 

種    類 
取得原価 

連  結 

貸借対照 
表計上額 

差 額 取得原価 
連  結 

貸借対照 
表計上額 

差 額 

株   式 8,324 19,847 11,523 9,681 15,077 5,395 

債   券 196 200 4 9 9 0 

そ の 他 55 55 0 88 90 2 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 
小  計 8,576 20,103 11,527 9,779 15,177 5,397 

株   式 8,111 5,577 △ 2,534 2,946 2,211 △   734 

債   券 522 484 △    37 500 492 △     7 

そ の 他 235 187 △    47 260 193 △    67 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも
の 小  計 8,868 6,249 △ 2,619 3,706 2,897 △   809 

合     計 17,445 26,352 8,907 13,486 18,074 4,588 

 
  ３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

                                             （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

自平成１３年４月 １日 

至平成１４年３月３１日 

自平成１４年４月 １日 

至平成１５年３月３１日 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

１,２６１ ２０６ △ ３４ ３,４５８ １,７７２ △ ２６ 

 

  ４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（上記１を除く） 
                                             （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

種   類 平成１４年３月３１日現在 平成１５年３月３１日現在 

 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   
 非上場株式（店頭売買株式を除く）   ９４３   ７５８ 

 優先株式     － １,０００ 

 優先出資証券 １,０００ １,０００ 
 ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等     ５     ５ 

 出資証券    ２７    ２７ 
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  ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 
                                             （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

種   類 平成１４年３月３１日現在 平成１５年３月３１日現在 

 
１年以内 

１年超 

５年以内 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 

 債  券 

  国債･地方債等 
  社   債 

  そ の 他 

 

     １０ 
    ４０１ 

    １５１ 

 

      － 
    １００ 

      － 

 

   １０ 
  １００ 

    － 

 

    － 
    － 

    － 

 

    － 
  ５００ 

    － 

合   計     ５６２     １００   １１０     －   ５００ 

 
 

 

 

⑥ デリバティブ取引 
 

   前連結会計年度（平成１４年３月３１日現在）及び当連結会計年度（平成１５年３月３１日現在）におけるデリ 

   バティブ取引においては、ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 
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⑦ 退 職 給 付 
 
  １．採用している退職給付制度の概要 
    当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、厚生年金基金制度及び退職一時 
    金制度を設けています。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 
 
  ２．退職給付債務に関する事項 
                                            （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 平成 14 年 3月 31 日 平成 15 年 3月 31 日 

イ．退職給付債務 △ ２９,８０２ △ ３０,８３０ 
ロ．年金資産 １９,５１７ １６,５９２ 
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ １０,２８５ △ １４,２３７ 
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 － － 
ホ．未認識数理計算上の差異 ６,７１３ １２,００５ 
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額 △    １２１ △    １０６ 
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △  ３,６９３ △  ２,３３８ 
チ．前払年金費用 １,０５５ ２,５２３ 
リ．退職給付引当金（ト－チ） △  ４,７４９ △  ４,８６２ 

 
   （注） 

前連結会計年度 
平成 14 年 3月 31 日 

 当連結会計年度 
平成 15 年 3月 31 日 

１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載して 

  おります。 

 

 １．厚生年金基金の代行部分を含めて記載して 

  おります。 

 

 
 
  ３．退職給付費用に関する事項 
                                            （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 自平成13 年4 月 1日 自平成14 年4 月 1日 

 至平成14 年3 月31 日 至平成15 年3 月31 日 

イ．勤務費用 １,３３９ １,２９５ 
ロ．利息費用 ８７１ ８４１ 
ハ．期待運用収益 △   ６６５ △   ５１０ 
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 － － 
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ２５７ ６９７ 
へ．過去勤務債務の費用処理額 △    １５ △    １５ 
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） １,７８７ ２,３０７ 

 
   （注） 

前連結会計年度 
平成 14 年 3月 31 日 

 当連結会計年度 
平成 15 年 3月 31 日 

１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除 

  しております。 
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給 

  付費用は「イ．勤務費用」に計上しており 

  ます。 

 １．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除 

  しております。 
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給 

  付費用は「イ．勤務費用」に計上しており 

  ます。 
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  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

 前連結会計年度 
自平成13 年4 月 1日 
至平成14 年3 月31 日 

当連結会計年度 
自平成14 年4 月 1日 
至平成15 年3 月31 日 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 
ロ．割 引 率 主として３．０％ 主として３．０％ 
ハ．期待運用収益率 主として４．５％ 主として３．０％ 

ニ．過去勤務債務の処理年数 主として１０年 

（発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により，費用処理

することとしております。） 

主として１０年 

（同左） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として１０年 

（発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法により、翌連結会

計年度から費用処理すること

としております。） 

主として１０年 

（同左） 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 一時費用処理しております  ― 

 
 
 
 

⑧ 継続企業の前提 
 
   該当事項はありません。 
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⑨ １株当たり情報 
                                                 （円） 

前連結会計年度 
自平成13 年4 月 1日 
至平成14 年3 月31 日 

当連結会計年度 
自平成14 年4 月 1日 
至平成15 年3 月31 日 

 １株当たり純資産額          322.96 

 １株当たり当期純利益金額        12.54 

 潜在株式調整後１株当たり 
  当期純利益              11.80 

 

 １株当たり純資産額          314.73 

 １株当たり当期純利益金額        10.91 

 潜在株式調整後１株当たり 
  当期純利益              10.46 

 

 当連結会計年度から｢１株当たり当期純利益に関
する会計基準｣(企業会計基準第２号)を適用してお

ります。 

 なお、前連結会計年度と同じ方法により算定した
場合の当連結会計年度の１株当たり情報については

以下のとおりとなります。 

 
 １株当たり純資産額          315.08 

 １株当たり当期純利益金額        11.26 

 潜在株式調整後１株当たり 
  当期純利益              10.80 

 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の
とおりであります。 

前連結会計年度 
自平成13 年4 月 1日 
至平成14 年3 月31 日 

当連結会計年度 
自平成14 年4 月 1日 
至平成15 年3 月31 日 

― １株当たり当期純利益金額 

  当期純利益           2,308 百万円 
  普通株主に帰属しない金額      72 百万円 

  （内利益処分による役員賞与金）  (72 百万円) 

  普通株式に係る当期純利益    2,235 百万円 
  期中平均株式数        205,025 千株 

  

― 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
  当期純利益調整額          53 百万円 

  （内支払利息(税額相当額控除後)） (51 百万円) 

 普通株式増加数          13,784 千株 
  （内転換社債）       （ 13,767 千株） 

  （内新株予約権）      （   17 千株） 
  

― 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要 
 

平成 12 年 6 月 29 日定時株主総会決議ストックオプ

ション（自己株式譲渡方式） 
  普通株式           1,150 千株 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 
 

  （１）生産実績 

                                            （単位：百万円） 

 

事業の種類別 

セグメントの名称 

前連結会計年度 

 自 平成１３年４月 １日 

 至 平成１４年３月３１日 

当連結会計年度 

 自 平成１４年４月 １日 

 至 平成１５年３月３１日 

 

増減率(％) 

   油 脂 製 品 

   化 成 製 品 
   火薬・加工品        

   そ  の  他 

       ３４,７３７ 

       ３５,６４１ 
       ２５,６４１ 

           － 

       ３５,８０１ 

       ３６,２２５ 
       ３０,４１１ 

           － 

  ３.１ 

  １.６ 
 １８.６ 

    － 

    合   計        ９６,０２０       １０２,４３９  ６.７ 

   （注）１．金額は販売価格によっております。 
      ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 

 
  （２）受注状況 

                                            （単位：百万円） 

 
事業の種類別 

セグメントの名称 

前連結会計年度 
 自 平成１３年４月 １日 

 至 平成１４年３月３１日 

当連結会計年度 
 自 平成１４年４月 １日 

 至 平成１５年３月３１日 
増減率(％) 

受    注    高 受    注    高 受注高 

      ２０,６７３       ２０,９１４   １.２ 
受  注  残  高 受  注  残  高 受注残高 

 
 
  火 薬 ・ 加 工 品          

      １６,６５３       １２,２５１ △２６.４ 

   （注）１．火薬・加工品事業を除く製品については、見込み生産を行っております。 
 

 

  （３）販売実績 
                                             （単位：百万円） 

 
事業の種類別 
セグメントの名称 

前連結会計年度 

 自 平成１３年４月 １日 
 至 平成１４年３月３１日 

当連結会計年度 

 自 平成１４年４月 １日 
 至 平成１５年３月３１日 

増減率(％) 

   油 脂 製 品 
   化 成 製 品 

   火薬・加工品        

   そ  の  他 

       ４９,８６０ 
       ４３,７９４ 

       ３８,１６６ 

        １,９５５ 

       ５２,０３７ 
       ４４,９３５ 

       ３７,５５５ 

        １,７８１ 

  ４.４ 
  ２.６ 

△ １.６ 

△ ８.９ 

    合   計       １３３,７７６       １３６,３０９   １.９ 

   （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 

 
 


